
○○ 精神障害施策も含め、障害施策全体の一層の底上げを実現します。精神障害施策も含め、障害施策全体の一層の底上げを実現します。
（（地域格差の是正地域格差の是正、、より多くの方々に障害サービスをより多くの方々に障害サービスを））

○○ このことは、３障害を区別しないというこのことは、３障害を区別しないという障害者基本法の理念の実現障害者基本法の理念の実現でもありでもあり
ます。ます。

○○ 具体的には、次の５つの柱で、改革をめざします。具体的には、次の５つの柱で、改革をめざします。

障害者自立支援法のねらいは？

障害者施策を３障害一元化
（障害者基本法の理念の実現）

○○３障害の制度格差を解消３障害の制度格差を解消
し、精神障害者を対象にし、精神障害者を対象に○○国の費用負担の責任を強化国の費用負担の責任を強化

（費用の１／２を負担）（費用の１／２を負担）

○○利用者も応分の費用を負担利用者も応分の費用を負担
し、し、皆で支える仕組み皆で支える仕組みにに

○○規制緩和規制緩和を進め空き教室、を進め空き教室、
空き民家、ＮＰＯ等を活用空き民家、ＮＰＯ等を活用
し、地域にサービスを展開し、地域にサービスを展開

○○新たな就労支援事業を創設新たな就労支援事業を創設

○○雇用施策との連携雇用施策との連携を強化を強化

○○客観的な尺度（障害程度区客観的な尺度（障害程度区
分）を導入分）を導入

○○審査会の意見聴取など審査会の意見聴取など支給支給
決定プロセスを透明化決定プロセスを透明化

利用者本位のサービス体系に 安定的な財源の確保

住民に説明責任の果たせる透明な制度「働きたい！」気持ちを本気で支援

なぜ特別対策を実施するの？

障害者自立支援法の円滑施行のため、特別対策を実施します。

特別対策ってどんなことをするの？

厚生労働省 社会・援護局

障害保健福祉部

平成２０年度まで次の３つの柱からなる特別対策を実施します

ⅠⅠ 利用者負担の更なる軽減措置利用者負担の更なる軽減措置

ⅡⅡ 事業者に対する激変緩和措置事業者に対する激変緩和措置

ⅢⅢ 新法への移行等のための緊急的な経過措置新法への移行等のための緊急的な経過措置

具体的には・・

Ⅰ 利用者負担の更なる軽減措置を実施します。

こんなご意見がありました。

○ 在宅で家族と暮らしながら、通所施設に通う障害者は、家族に収入があって、軽減措置が受けら
れないことが多い。
→ 入所では軽減措置を受けている方が約６８％なのに、在宅だと２４％

○ 工賃を上回る利用者負担がある。
→ 平均工賃は約１５，０００円

○ 障害児を育てる家庭は、親も収入が少ない若い世帯が多く、負担感が強い。

① 在宅・通所利用の場合、上限額を４分の１にします。また、軽減対象範囲を拡

大します。（障害児も同様）

② 障害児については、入所施設を利用する場合、上限額を２分の１とする軽減措

置の対象を所得割１０万円未満（収入約６００万円未満相当）まで拡大します。

③ 入所施設利用の場合、工賃が年間２８．８万円（これを超えた額の３０％を含

む。）まで手元に残るよう徹底します。グループホーム・ケアホームでも同様の工

賃控除を行います。

３７，２００円

（社会福祉法人軽減対象外）

２４，６００円

（社会福祉法人軽減 １２，３００円）

通所のみ７，５００円）

１５，０００円

（社会福祉法人軽減 ７，５００円）

今まで

３，７５０円低所得１*

特別対策

９，３００円
一般*

（所得割１０万円**未満）

６，１５０円

（通所のみ ３，７５０円）
低所得２*

○ 障害者自立支援法は、上記のとおり、サービス量の拡大を進めつつ、地域
移行や就労支援の強化など、必要な改革を実施するものです。

○ しかしながら、この改革は抜本的なものであり、多くの関係者からすぐには
対応できないなどの様々な意見があります。

○ このため、障害者自立支援法の新たな制度を利用して、関係者の方々が
円滑に障害福祉サービスを実施し、利用できるよう、緊急的・経過的な対策
を実施します。

*預貯金等の額が５００万円以下（家族と同居の場合は１，０００万円以下）の場合 **収入が概ね６００万円以下相当

○ 社福軽減と異なり、どの事業者を利用した場合でも、利用者の負担能力に応じて軽減措
置が受けられます。事業者の方の持ち出しもなくなります。

（事業費１８．６万円の場合の負担額（食費含む。） 食費５８，０００円／月とした場合（１８歳未満）
・ 一般（所得割１０万円未満）・・４５，０００円／月 → １９，６００円／月

→ 負担感が多い在宅・障害児の世帯の負担を軽減します。

→ 平均工賃１５，０００円を下回る負担になります。
（事業費１４．９万円の場合の負担額（食費含む。） 月２２日利用し、食費１日６５０円とした場合）
・ 一般（所得割１０万円未満）・・２９，２００円／月 → １４，３６０円
・ 低所得１，２ ・・・・・・・・・・・・・１２，５６０円／月 → ８，８１０円

→ 「働く」ことについてより一層インセンティブがはたらくようにします。



特別対策ってどんなことをするの？

Ⅱ 事業者に対する激変緩和措置を実施します

○ 従来は、利用実績にかかわらず、一月単位で報酬を支払う仕組みでした
が、これを利用実績に応じて一日単位で報酬を支払う仕組みに変更しまし
た。

→ これにより、利用者はニーズに応じて毎日異なるサービスを組み合わせ
て利用することも可能に！

→ 一方、以下のような意見もあります。
・利用者の確保ができず、減収が大きい事業者も。
・新体系に挑戦しても、保障がない！

① 従来報酬の８０％保障を９０％保障に拡大します。新体系へ移行した場合に

も、激変緩和として報酬の９０％保障をします。

② 利用者が通所しやすくなるよう、送迎費用を助成します。

③ 入所施設が入院した場合の保障措置を強化します。

○ 入院中の報酬支払い ６日間（１ヶ月）まで → ８日間（３ヶ月間）まで

障害者自立支援法の施行後も全体として

サービスは着実に伸びていますが、日払いに

よるメリットを生かし、新たな仕組みに円滑に

対応できるようにするための激変緩和措置を

実施します。
＋１．６％計

＋２．７％入 所

△６．０％通所（授産施設等）

＋５．８％居宅サービス

対前年同月比

【給付費の伸び（４～７月）】

特別対策ってどんなことをするの？

Ⅲ 新法への移行を円滑に進めるため、緊急的な経過措置を実施します

① サービス体系が抜本的に見直される中で、直ちに移行できない事業者を

経過的に支援します。

○ 新体系へすぐに移行できないデイサービスや小規模作業所等へ支援

② 新体系へ移行するための支援を行います。

○ 新体系施設へ移行するための改修等の支援

○ グループホーム・ケアホームの立ち上げ経費の支援

③ 新体系サービスが始まったことに伴う需要に緊急的に支援します。

○ 相談支援体制の強化

○ 新制度移行に係るコスト増に対応する経費の助成

今後どんな取組を進めるの？

今後サービスの伸びに対応できるよう、政府全体の予算（一般歳出）の伸

びは１．３％、厚生労働省予算案全体の伸びは２．６％ですが、障害者の福

祉サービスの関係費は１１．４％増としています。

（平成１８年度予算） （平成１９年度予算案）

福祉サービス関係費 ４，３７５億円→ ４，８７３億円 （１１．４%増 ）

※国保連（岩手、茨城、栃木、滋賀、広島、福岡）のデータより。

また、１８年４月～７月の人
員を前年同月の人員と比較
するとサービスを利用する
方は増えています。

また、１８年４月～７月の人
員を前年同月の人員と比較
するとサービスを利用する
方は増えています。

サービスの一層の充実のため、必要な予算を確保するとともに、
特別対策の円滑な実施など、引き続き、制度の定着を目指します。

サービスの一層の充実のため、必要な予算を確保するとともに、サービスの一層の充実のため、必要な予算を確保するとともに、
特別対策の円滑な実施など、引き続き、制度の定着を目指します。特別対策の円滑な実施など、引き続き、制度の定着を目指します。

※ Ⅱ 事業者に対する激変緩和措置、Ⅲ 新法への移行等のため
の経過措置は都道府県に造成する基金をもとに事業を実施します。

※国保連（岩手、茨城、栃木、滋賀、広島、福岡）の

データより。

＋９．４％計

＋０．１％入 所

＋７．９％通所（授産施設等）

＋１６．２％居宅サービス

対前年同月比

【人員の伸び率（４～７月）】


